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2021 年 1 月 8 日 
関西電力株式会社 
危機管理グループ 

 
防災訓練の結果の概要（総合訓練）（案） 

 
 
１．訓練の目的 
  本訓練は、大飯発電所原子力事業者防災業務計画、大飯発電所原子力防災訓練中期計画（以

下、「大飯中期計画」という）および原子力事業本部原子力防災訓練中期計画（以下、「事業

本部中期計画」という）に基づき実施するものであり、あらかじめ定められた機能を有効に発

揮できることの確認を目的とする。 
大飯発電所緊急時対策所（発電所対策本部）においては、プラント設備状態の把握や、事故

対応手順の確認および情報共有等により、発電所対策本部活動の習熟を図ること、並びに２０

１９年度の訓練の反省事項を踏まえた改善策の有効性を確認する。 
 
【大飯発電所における重点項目】 

・ICS1の指揮命令系統に基づき、各機能班からプラント状況、機器故障情報等の報告が発電

所対策本部に実施され、発電所対策本部から各機能班に対する事故制圧に関する指示がさ

れていることを確認する。【中期計画（継続）】 

 

・新緊急時対策所での情報共有（システム含む）ができていることを確認する。 

【大飯中期計画】 

 

・新ＥＡＬの判断ができていることを確認する。【大飯中期計画】 

 

・通報連絡者が全面緊急事態該当事象の初報通報を遅滞なく実施していることを確認する。

【２０１９年度訓練課題】 

 

・通報連絡者が２５条報告において必要な情報を発信できていることを確認する。 

【２０１９年度訓練課題】 

 

・通報連絡者が２５条報告を遅滞なく実施していることを確認する。 

【２０１９年度訓練課題】 

 
 
 
 
 

 
 
1 複数号機同時災害発生時等、情報等が輻輳するような状況下でも本部長（発電所長）の負担を軽減して的確な

判断、指示が行えるよう、米国等で導入されているＩＣＳ (Incident Command System)を参考として、号機ご

とに各機能班を統括する責任者を設定し、本部長（発電所長）の権限を委譲して対応する体制で事故制圧を図る

取組み。 
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また、原子力施設事態即応センター（本店対策本部（若狭））においては、発電所対策本部

や、本店対策本部（中之島）、東京支社等と連携し、情報収集、情報連絡、原子力規制庁緊急

時対応センター（以下、｢ＥＲＣ｣という。）への対応が適切に行えることを確認するととも

に、２０１９年度の訓練の反省事項等を踏まえた改善策の有効性を確認する。 

 

【原子力事業本部における重点項目】 

・ＥＲＣ説明に関する、①ＥＲＣプラント班への情報発信のポイント集、②ＥＲＣ説明者の

役割分担の見直し、③ＥＲＣ対応チームと発電所間のホットライン構築および④ＥＲＣ説

明者への教育の 4 つの改善策を検証する。【中期計画＋２０１９年度訓練課題】 

 

・見直しを行ったＣＯＰ1でＥＲＣ説明を行い、良好事例／改善事例集に基づいて、ＥＲＣ

説明を行えていることを確認する。【２０１９年度訓練課題】 

 

・ＥＲＳＳを使用して説明を行う際に、特定のパラメータ表示番号が不明の場合は、リスト

を使用して、当該パラメータを検索して表示およびマニュアルに基づきＳＰＤＳ画面共有

が行えることを確認する。【２０１９年度訓練課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 発電所対策本部、本店対策本部およびすべての支援機関・組織が効果的で一貫性のある意思決定をタイムリ

ーに行うためのまとめ情報。 
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２．実施日時および対象施設 
（１）実施日時 

２０２０年１０月１６日（金）１３：３０～１６：３０ 
（２）対象施設 

     大飯発電所 １～４号機 
 
３．実施体制、評価体制および参加人数 
 （１）実施体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※） 統合原子力防災ネットワーク接続 

 
（２）評価体制 

   プレーヤ以外から評価者（大飯発電所および本店社員（委託先の協力会社社員含む））

を選任し、発電所対策本部および本店対策本部の活動における手順の検証や対応の実効

性などについて評価し、改善点の抽出を行う。 

また、訓練終了後には、訓練参加者（プレーヤ、コントローラー、評価者）にて振り

返りを実施し、訓練全体を通した意見交換および気付き事項を集約し、課題の抽出を行

う。 

（３）参加人数：２５２名 
〈内訳〉大飯発電所：１０３名     

（プレーヤ：社員７８名、社外１名、コントローラー：社員１８名、 

評価者：社員５名、社外１名） 

本店対策本部（若狭）：１３８名  

（プレーヤ：社員１１９名、コントローラー：社員７名、評価者：社内１１名、

社外１名） 

本店対策本部（中之島）、東京支社：１１名 

（プレーヤ：社員８名、コントローラー：社員３名） 

 
４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

全交流電源喪失、原子炉冷却機能の喪失などにより、原子力災害対策特別措置法（以下、

「原災法」という。）第１０条第１項および第１５条第１項に該当する事象に至る原子力災害

を想定する。  

通報連絡 

原子力規制庁

（ERC) 

派遣 
社 外 

関係機関 

通報連絡 

（※） 

通報連絡 

東京支社・ 
本店対策本部（中之島） 

情報連絡 

技術支援 

協力要請 
原子力施設事態 
即応センター 

（本店対策本部（若狭）） 

協力会社等 

情報連絡 支援要請 
 

美浜原子力緊急事態

支援センター等 

大飯発電所 

緊急時対策所 

（発電所対策本部） 状況報告 
質疑応答 

支援 

 
オフサイトセンター 

情報連絡・支援要請 
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【事象概要】 
時刻 １,２号機 ３号機 ４号機 

発災前 

・廃止措置段階 

・使用済燃料ピットに燃料保管

中 

・定格熱出力一定運転中 

・使用済燃料ピットに燃料保管

中 

・定格熱出力一定運転中 

・使用済燃料ピットに燃料保管

中 

13:30 地震発生（おおい町震度６弱） 

・２Ａ-非常用ディーゼル発電機

自動起動 

・１,２号機使用済燃料ピット水

位低下確認 

・原子炉自動停止 

・Ａ，Ｂ-非常用ディーゼル発電

機自動起動 

・Ａ-電動補助給水ポンプ自動

起動 

・Ｂ-電動補助給水ポンプ自動

起動失敗 

・タービン動補助給水ポンプ自

動起動 

・原子炉自動停止 

・Ａ，Ｂ-非常用ディーゼル発電

機自動起動 

・Ａ，Ｂ-電動補助給水ポンプ自

動起動 

・タービン動補助給水ポンプ自

動起動失敗 

13:45 

・１,２号機使用済燃料ピット水

位低下収束（スロッシングに

伴う低下） 

 

 

13:55 

  ・Ａ，Ｂ-非常用ディーゼル発電

機トリップ 

・Ａ，Ｂ-電動補助給水ポンプ停

止 

【原災法第１０条事象（ＳＥ２

４）蒸気発生器給水機能の喪失】 

【警戒事象（ＡＬ２４）蒸気発生

器給水機能喪失のおそれ】 

【警戒事象（ＡＬ２５）非常用交

流高圧母線喪失または喪失のお

それ】 

・ＲＣＳからの小漏えい発生 

14:05 

 ・Ｂ-非常用ディーゼル発電機

トリップ 

・Ａ-電動補助給水ポンプトリ

ップ 

【警戒事象（ＡＬ２４）蒸気発

生器給水機能喪失のおそれ】 

 

14:20 

 【警戒事象（ＡＬ２５）非常用

交流高圧母線喪失または喪失の

おそれ】 

 

14:25 

・Ｎｏ．２モニタポスト故障  【原災法第１０条事象（ＳＥ２

５）非常用交流高圧母線の３０分

間以上喪失】 

14:40 地震発生（おおい町震度５弱） 

 

 ・ＲＣＳ冷却材喪失（大破断）発

生 

・ＥＣＣＳ作動信号発信 

・蓄圧注入開始 

【原災法第１５条事象（ＧＥ２

１）原子炉冷却材漏えい時におけ

る非常用炉心冷却装置による注

水不能】 

【原災法第１０条事象（ＳＥ２

１）原子炉冷却材漏えい時におけ

る非常用炉心冷却装置による一

部注水不能】 

【警戒事象（ＡＬ２１）原子炉冷

却材の漏えい】 

【警戒事象（ＡＬ４２）単一障壁

の喪失または喪失の可能性】 
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時刻 １,２号機 ３号機 ４号機 

14:55   

【原災法第１５条事象（ＧＥ２

５）非常用交流高圧母線の１時間

以上喪失】 

15:15  ・２次系冷却開始  

15:26   

・炉心出口温度３５０℃超過 

【原災法第１０条事象（ＳＥ４

２）２つの障壁の喪失または喪失

のおそれ】 

15:30  

・Ａ-充てんポンプトリップ 

・Ｃ-充てんポンプトリップ 

・タービン動補助給水ポンプト

リップ 

 

15:32   ・炉心出口温度６００℃超過 

15:37   

・炉心損傷判断 

【原災法第１５条事象（ＧＥ２

８）炉心損傷の検出】 

15:38   

・敷地境界付近の放射線量の上

昇敷地境界で５μSv/h 以上（1

地点検出） 

【原災法第１０条事象（ＳＥ０

１）敷地境界付近の放射線量の上

昇】 

15:43   

・敷地境界付近の放射線量の上

昇敷地境界で５μSv/h 以上

（２地点検出） 

【原災法第１５条事象（ＧＥ０

１）敷地境界付近の放射線量の上

昇】 

15:44  

・全ＳＧ狭域水位０％未満到達 

【原災法第１０条事象（ＳＥ２

４）蒸気発生器給水機能の喪

失】 

 

16:02  

・蒸気発生器補給用仮設中圧ポ

ンプによる蒸気発生器給水開

始 

 

16:20  

・Ａ，Ｂ-空冷式非常用発電装置

起動（４号機への電力融通） 

・号機間電力融通恒設ケーブル

準備完了 

・Ａ-格納容器スプレイポンプに

よる代替格納容器注入開始 

・Ａ-電動補助給水ポンプによる

蒸気発生器給水開始 
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５．防災訓練の項目 
  緊急時演習（総合訓練） 
 
６．防災訓練の内容 

プレーヤへ訓練シナリオを知らせないシナリオ非提示型訓練（ブラインド訓練）にて実施し

た。また、プラント状況等の付与については、安全パラメータ表示システム（以下、「ＳＰＤ

Ｓ」という。）を用いて訓練モードのパラメータを使用し、訓練を実施した。 

（１）要員参集訓練（本部運営訓練） 
（２）通報連絡訓練 
（３）緊急時環境モニタリング訓練 
（４）発電所退避誘導訓練 
（５）原子力災害医療訓練 
（６）全交流電源喪失対応訓練 

（７）アクシデントマネジメント対応訓練 
（８）原子力緊急事態支援組織対応訓練 
（９）その他 

後方支援活動訓練 
 
７．訓練結果の概要および個別評価 

（１）要員参集訓練（本部運営訓練） 
［目標］ 

・発生した原子力災害事故事象に対して、緊急時対策所に要員が参集し、体制確立が行える

ことおよび大飯発電所対策本部、本店対策本部双方の防災組織が、各対策本部内の指揮命

令系統に基づき、情報共有、事故収束戦略の決定を行うとともに、連携して事態に対処で

きること。 
・情報共有については、発電所対策本部が収集、整理したプラント情報、負傷者情報および

事故収束戦略情報等を、ＣＯＰ等を活用し、本店対策本部へ発信できること、本店対策本

部から外部の関係各所へ遅滞なく発信できること。 
 

［実施結果］ 

 ａ．発電所対策本部 

・錯綜する状況下において、本部活動に係わるマニュアルに基づき、緊急時対策室に

参集し、防災体制を確立するとともに、各機能班長からユニット指揮者へのプラン

ト状況の報告、ユニット指揮者および発電所対策本部長等による事故収束戦略の決

定およびユニット指揮者から各機能班長に対する事故収束戦略の実施等の指示をし

た。 

・発電所対策本部は、ＣＯＰ等を活用して発電所対策本部内で把握したプラント状況

および決定した事故収束戦略を本店対策本部（若狭）に遅滞なく共有した。 

・発電所対策本部は、プラント状況、発電所対策本部要員の活動状況、負傷者情報等

を新情報共有システムに入力し、本店対策本部（若狭）等と遅滞のない情報共有を

実施した。 
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 ｂ．本店対策本部（若狭） 

・本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルに基づき、平日昼間における要員

が、地震の発生連絡により、遅滞なく緊急時対策室に参集し、防災体制を確立すると

ともに、各機能班の活動を開始した。 

・本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルに基づき、社内ＴＶ会議、電話会

議、ＣＯＰおよび新情報共有システムを用いた発電所、本店対策本部（中之島）、Ｏ

ＦＣ事業者ブースおよび現地支援拠点との情報共有を実施した。 

・本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルに基づき、本店対策本部（若狭）内

の情報共有、オンサイトの事故収束対応戦略の支援検討およびオフサイトの支援要請

検討を実施した。 

・メーカー等との覚書に基づき、事故収束対応戦略の支援検討に係わるメーカー等への

支援要請を実施した。 

・ＥＲＣとの情報共有に係わるマニュアルに基づき、ＥＡＬ、事故・プラント状況、事

故収束対応戦略等をＥＲＣプラント班へ報告するとともに、ＥＲＣプラント班からの

質疑対応を実施した。 

・ＥＡＬ判断ツールの試運用に向けて、ツールを用いたＥＡＬ発生状況を本店対策本部

内への共有を実施した。 

 

［実施評価］ 

ａ．発電所対策本部 

・本部活動に係わるマニュアルに基づいて対応した結果、原子力防災要員の緊急時対

策所本部への参集および発電所対策本部の体制確立が問題なく実施できることを確

認した。 

・本部活動に係わるマニュアルならびにＣＯＰ、ＳＰＤＳおよび新情報共有システム

を用いて対応した結果、発電所対策本部内での情報共有および事故収束戦略の検

討・立案・決定・指示が指揮命令系統に基づいて問題なく実施できることを確認し

た。 

・本部活動に係わるマニュアルならびにＣＯＰ、ＳＰＤＳ、新情報共有システムおよ

びＴＶ会議システムを用いて対応した結果、発電所対策本部内で収集・共有された

プラント情報、負傷者情報および事故収束戦略情報が遅滞なく本店対策本部（若

狭）に共有できることを確認したものの、ＥＲＣから書画資料の送付を要請された

際の対応に課題が確認されており、１０．（２）ａ．に記載のとおり、マニュアル

の改善が必要であると評価する 

 

 

b．本店対策本部（若狭） 

・本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルに基づいて対応した結果、要員の

緊急時対策室への参集および体制確立が問題なく実施できることを確認した。 

・本店対策本部（若狭）の活動に係わるマニュアルならびにＣＯＰ、ＳＰＤＳおよび

新情報共有システムを用いて対応した結果、本店対策本部（若狭）での情報共有お

よび発電所支援が問題なく行えることを確認した。 
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・以上のことから、マニュアル、対象設備およびプレイヤーの行動に問題はなかったものと

評価する。 

 
（２）通報連絡訓練 
［目標］ 

・発電所対策本部は、プラントパラメータ等により事故および被害状況を把握し、警戒事

象、原災法第１０条事象、原災法第１５条事象および応急措置等の通報連絡文の作成を、

通報連絡に係わるマニュアルに基づき実施するとともに、社内外関係機関への通報連絡が

あらかじめ定められている連絡系統に基づいて対応できること。 
［実施結果］ 

・発電所対策本部情報班は、プラントパラメータ等により事故および被害状況を把握し、通

報連絡に係わるマニュアルに基づき、所定の通報票の作成、発信および受領確認を実施し

た。 

［実施評価］ 

・通報連絡に係わるマニュアルおよび緊急時通報連絡システムを用いて対応した結果、Ａ

Ｌ、ＳＥおよびＧＥ並びに２５条報告に係る通報連絡が概ね問題なく実施できることを確

認したものの、一部の通報において通報票の受領確認対応における課題が確認されてお

り、１０．（１）ｂ．に記載のとおり、マニュアルおよびプレーヤの行動に改善が必要で

あると評価する。 

 
（３）緊急時環境モニタリング訓練 

［目標］ 

・緊急時環境モニタリング指示に基づく必要なモニタリングポイントへの測定機器の配

備・測定を、緊急時環境モニタリングに係わるマニュアルに基づき実施し、測定結果に

ついてＣＯＰ等を用いて発電所対策本部内に情報共有できること。 

［実施結果］ 

・発電所対策本部放射線管理班は、緊急時環境モニタリングに係わるマニュアルに基づ

き、モニタリングポイントへの測定機器の配備・測定の実施および測定結果を本部に連

絡した。また、測定結果については、新情報共有システム登録様式等を用いて発電所対

策本部内に共有した。 

［実施評価］ 
・モニタポスト故障の中で緊急時環境モニタリングに係わるマニュアルならびに可搬式モ

ニタリングポストおよびモニタリングカーの代替手段を用いて対応した結果、緊急時環

境モニタリングが問題なく実施できることを確認した。 

・新情報共有システム登録様式を用いて情報共有した結果、発電所内の共有および本店対

策本部への測定結果の共有が問題なく実施できることを確認した。 

・以上のことから、マニュアル、対応設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと

評価する。 
 
（４）発電所退避誘導訓練 

［目標］ 
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・発電所対策本部からの退避誘導指示を受けた発電所内の緊急事態応急対策等の活動に従

事しない者について、退避に係わるマニュアルに基づき、退避誘導員による退避誘導、

構外退避および発電所対策本部による発電所立入制限措置の指示が行えること。 

［実施結果］ 

・発電所内の緊急事態応急対策等の活動に従事しない者は、退避に係わるマニュアルに基

づく、発電所対策本部からの構内放送によるプラント状況説明および一時退避指示を受

け、発電所構内退避時集合場所への一時退避を実施した。 

・発電所対策本部総務班の退避誘導員は、退避に係わるマニュアルに基づき、一時退避者

に対して退避誘導を実施した。 

・発電所内の緊急事態応急対策等の活動に従事しない者は、発電所対策本部総務班の避難

誘導員からの指示に基づいて構外退避を実施した。 

・発電所対策本部安全管理班は、警戒体制の発令を受けて、発電所立入制限措置の指示を

実施した。 

［実施評価］ 
・退避誘導に係わるマニュアルを用いて対応した結果、退避誘導員による一時退避に係る

指示、一時退避場所への誘導、一時退避者へのプラント状況説明および構外退避に向け

た一時退避者の誘導が問題なく実施できることを確認した。 

・本部活動に係わるマニュアルを用いて対応した結果、発電所への立入制限措置の実施に

係る指示が問題なく実施できることを確認した。 

・以上のことから、マニュアルおよびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 
 
 （５）原子力災害医療訓練 

［目標］ 

・発電所対策本部において、発電所構内で発生した傷病者（放射性物質汚染を伴う傷病者

含む）に対して、救急対応に係わるマニュアルに基づく汚染除去等の応急措置および管

理区域外への搬出が行えること。また、本店対策本部への傷病者情報の共有が行えるこ

と。 

［実施結果］ 
・発電所対策本部総務班および放射線管理班は、１号機の管理区域内で発生した放射性物

質汚染を伴う負傷者に対して、救急対応に係わるマニュアルに基づき、汚染除去等の応

急処置を実施し、負傷者を管理区域外へ搬出した。 

・発電所対策本部対外対応専任者は、負傷者情報を本店対策本部（若狭）へ共有した。 

・発電所対策本部総務班は、緊急連絡票により負傷者情報を本店対策本部共通班に連絡

し、本店対策本部共通班は、緊急連絡票により負傷者情報をＥＲＣ医療班へ連絡すると

ともに、ＥＲＣ医療班と連携し、搬送先病院を決定した。 

［実施評価］ 
・救急対応に係わるマニュアルに基づいて対応した結果、放射性物質汚染を伴う負傷者に

対する汚染除去等の応急処置、管理区域外への搬出および本店対策本部への負傷者情報

の共有が問題なく実施できることを確認しており、マニュアルおよびプレーヤの行動に

問題はなかったものと評価する。 

・緊急連絡票により、ＥＲＣ医療班への負傷者情報の共有、および搬送先病院を決定する

連携が問題なく実施できることを確認しており、プレーヤの行動に問題はなかったもの
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と評価する。 
 

 

（６）全交流電源喪失対応訓練 
［目標］ 

・発電所対策本部において、全交流電源喪失時におけるプラントの事故状況を踏まえた炉

心注水確保に関する検討および事故対応の選定を行い、事故対応に係わるマニュアルに

基づく格納容器注水操作が行えること。 
［実施結果］ 

・発電所対策本部ユニット指揮者は、全交流電源が喪失し、かつＬＯＣＡが発生した状況

において、４号機のプラント状況を踏まえ、事故対応に係わるマニュアルに基づき、電

源の早期復旧に向けた対応について、２の矢、３の矢の手段も含めて速やかに検討・指

示することができた。また、炉心損傷に至る可能性があることを認識した段階で、格納

容器の防護に係る対応策を検討した。 

［実施評価］ 
・事故対応に係わるマニュアルに基づいて対応した結果、プラントの事故状況を踏まえた

炉心注水確保や格納容器破損防止に関する検討および事故対応の選定が問題なく実施で

きており、マニュアルおよびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 
 

（７）アクシデントマネジメント対応訓練 
［目標］ 

・発電所対策本部において、事象の進展に基づき、シビアアクシデントを想定したアクシ

デントマネジメント策の検討（使用可能な設備・機能の把握、対策の有効性および実施

可否の確認、判断）が事故対応に係わるマニュアルに基づき行えること。 
［実施結果］ 

・発電所対策本部は、事故対応に係わるマニュアルに基づき、ユニット指揮者を中心とし

て、使用可能な設備・機能の把握、事故収束戦略の立案、対策の有効性および実施可否

の確認・判断を実施した。 
［実施評価］ 

・事故対応に係わるマニュアルに基づいて対応した結果、事象の進展に基づいたアクシデ

ントマネジメント策の検討が問題なく実施できることを確認しており、マニュアルおよ

びプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 
 

（８）原子力緊急事態支援組織対応訓練 
［目標］ 

・美浜原子力緊急事態支援センターへの支援要請について、本店対策本部から美浜原子力

緊急事態支援センターの支援要請の連絡を協定等に基づき行い、必要な情報を連絡でき

ること。また、実働訓練において、遠隔操作ロボットを使用し、ロボット操作の習熟を

図る。 
［実施結果］ 

・協定に基づき、本店対策本部（若狭）から美浜原子力緊急事態支援センターへ、特定事

象発生連絡や必要な支援要請（要員、無線資機材）について連絡を実施した。 
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・大飯発電所構内において、無線資機材（遠隔操作ロボット）の操作訓練を実施した。 
［実施評価］ 

・協定に基づく特定事象発生連絡や必要な支援要請（要員、無線資機材）について問題な

く実施できており、マニュアル、通信設備およびプレーヤの行動に問題はなかったもの

と評価する。 
・協定に基づく無線資機材（遠隔操作ロボット）の操作を美浜原子力緊急事態支援センタ

ーの要員と協働で行うことができ、ロボット操作の習熟が図れたと評価する。 
 

（９）その他 
ａ．後方支援活動訓練 

［目標］ 

・原子力事業者間協定に基づいた連絡を行い、必要な情報を伝達できること。また、後

方支援拠点において、マニュアルに基づき支援本部の立ち上げおよび発電所に関する

情報共有会議が実施できることを確認する。 

［実施結果］ 

・原子力事業者間協定に基づき、本店対策本部（若狭）から事業者間支援連携先である

日本原子力発電へ連絡し、発災状況、原子力事業所災害対策支援拠点の設営場所等の

必要事項を伝達した。 

・原子力防災業務計画に基づき、原子力研修センターにて、原子力事業所災害対策支援

拠点の設営の実施、発電所支援のための資機材運搬計画および活動記録を作成した。 

・原子力事業者書災害対策拠点の協力施設において、協定に基づき、日本原子力発電株

式会社、日本原子力研究開発機構および当社による支援本部の設置ならびに支援連携

会議を実施した。 

［実施評価］ 

・後方支援拠点の運営に係るマニュアルに基づいて対応した結果、原子力事業者間協定

に基づく連絡対応、拠点の設置および情報共有が問題なく実施できており、マニュア

ル、通信設備およびプレーヤの行動に問題はなかったものと評価する。 
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８．重点項目に対する評価結果 
 （１）大飯発電所 

［検証項目］ 
①ICSの指揮命令系統に基づき、各機能班からプラント状況、機器故障情報等の報告が発

電所対策本部に実施され、発電所対策本部から各機能班に対する事故制圧に関する指示

がされていることを確認 
②新緊急時対策所での情報共有（システム含む）ができていることを確認 
③新ＥＡＬの判断ができていることを確認 
④全面緊急事態該当事象の通報連絡遅れの改善 
⑤２５条報告への必要事項の記載漏れの改善 
⑥２５条報告のタイミング・頻度の改善 
 
①ICSの指揮命令系統に基づき、各機能班からプラント状況、機器故障情報等の報告が発

電所対策本部に実施され、発電所対策本部から各機能班に対する事故制圧に関する指示

がされていることの確認については、７．（１）ａ．に記載のとおり、問題がないこと

を確認した。 
 
②新緊急時対策所での情報共有（システム含む）ができていることの確認については、

７．（１）ａ．に記載のとおり、問題がないことを確認したが、１０．（１）ａ．に記載

のとおり、更なる改善点を抽出した。。 
 
③新ＥＡＬの判断ができていることの確認については、シナリオにＡＬ２５の発生を設定

しており、新ＥＡＬ判断基準に基づくＥＡＬ判断を適切に実施できることを確認した。 
 
④全面緊急事態該当事象の通報連絡遅れの改善 

（全面緊急事態該当事象の通報連絡遅れの問題点等）（2019 年度訓練報告書記載） 
問
題 

通報連絡者が、緊急時衛星通報システムの設備構成不備による回線接続エラー

の対応に時間を要した。また、その後も再度通報連絡システムを用いて再送信

する対応を選択したため、一般ＦＡＸを用いた代替措置へ速やかに移行できな

かった。その結果、ＧＥ初報の通報連絡を判断から 15 分以内に実施できなかっ

た。 

課
題 

通常の手段で通報連絡が実施できない場合においては、通報連絡者が、予め定

められた代替措置に速やかに移行して通報連絡を実施できることがあるべき姿

であるが、今回の訓練ではそのような場合において速やかに代替措置に移行す

ることができなかった。 

原
因 

原子力災害発生時の通報連絡は、通常、緊急時衛星通報連絡システムを使用し

て実施することとなっているものの、当該システムが使用できない場合の一般

ＦＡＸを用いた代替措置への移行基準がマニュアルで定められておらず、どの

ような対応を取るかはプレーヤー個人の判断に委ねられていた。 
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対
策 

回線接続エラーが発生しないように通報連絡端末周辺の設備改善を実施する。

さらに、通報連絡システムが使用できない場合の一般ＦＡＸを用いた代替措置

についても、移行基準等を通報連絡に係わるマニュアルに記載することにより、

個人の判断によらない仕組みを構築した。 

 

［検証方法］ 

評価チェックシートに基づく 4段階評価で以下の検証ポイントを設定した。 

 

［検証結果］ 

＜評価について＞ 

十分に達成できている（４）、一部を除き達成できている（３）、半数近く達成されてい

ない（２）、ほとんど達成できていない（１） 

（検証ポイント①） 

    通報端末を用いた全ての１０条、１５条通報について、昨年度訓練と同種の通信エラ

ーが発生しないこと。 

 

評価結果（点数） 確認結果 

４ 通報端末を用いた全ての１０条、１５条通報（計９報）につ

いて、通信エラーがなく実施できていたことを確認した。 

 

（検証ポイント②） 

    シナリオ非開示型の訓練を行い、通報端末を用いた発信を不可とするコントローラ情

報を与え※、通報運用マニュアルに基づき、通報端末での通報にリトライすることな

く、代替手段の優先順位に基づいた対応を実施できるか。 

    ※：通報端末使用不可の付与情報は、第２５条報告の発信ボタンを押す段階でプレー

ヤに通知する。 

 

評価結果（点数） 確認結果 

４ ３号機の第２５条報告（１報）および４号機の第２５条報告

（３報）を対象として、通報端末を用いた発信を不可とする

コントローラ情報を与えた結果、通報運用マニュアルに基づ

き、通報端末での通報にリトライすることなく、速やかに代

替処置を行っていたことを確認した。 

 

以上の検証により、通報連絡端末周辺の設備改善を実施したことで、回線接続エラーが発

生しないことを確認した。また、移行基準等を記載した通報連絡に係わるマニュアルを整備

したことで、代替手段の優先順位に基づいた対応を実施できることを確認した。 
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⑤２５条報告への必要事項の記載漏れの改善 

（２５条報告への必要事項の記載漏れの問題点等）（2019 年度訓練報告書記載） 
問
題 

２５条報告において、事故収束に向けて準備を進めていた応急措置内容の記載漏

れがあった。 

課
題 

通報連絡者が、予め定められた必要事項を通報連絡票に漏れなく記載するととも

に、予め定められた観点に基づく情報班長のチェックを経たうえで通報連絡を実

施できることがあるべき姿であるが、これらのいずれの対応も不十分であり、２

５条報告に記載漏れがあった。 

原
因 

通報連絡に係わるマニュアルにおいて、２５条報告に記載すべき事項が明確に定

められていなかったことから、応急措置内容として何を記載するかは個人の判断

に委ねられていた。また、ＥＡＬに係る通報連絡が短時間で頻発することに加え、

緊急時衛星通報システムの回線接続エラーの対応にも時間を要するという状況

下において、上記のとおり記載すべき事項が明確に定められていなかったことか

ら、通報連絡者は短時間で十分なセルフチェックが実施できなかった。さらに、

通報発信前の情報班長のチェック時においても必要事項の記載漏れに気づく機

会はあったものの、上記のとおり記載すべき事項が明確に定められていなかった

ことから、通報連絡者と同様に記載漏れに気づくことはできなかった。 

対
策 

通報連絡に係わるマニュアルにおいて、２５条報告に記載すべき事項を明確化

し、それらの事項が２５条報告に適切に盛り込まれているか確認するためのチェ

ックシートを作成・運用することにより、記載漏れを防止する仕組みを構築した。

また、当該チェックシートの運用について、周知・教育を実施した。 

 

（検証方法） 

評価チェックシートに基づく 4段階評価で以下の検証ポイントを設定した。 

 

＜評価について＞ 

十分に達成できている（４）、一部を除き達成できている（３）、半数近く達成されてい

ない（２）、ほとんど達成できていない（１） 

 

（検証ポイント①） 

    原災法第２５条報告へ必要事項（設備機器の状況、故障機器の応急復旧、拡大防止措

置等の時刻、場所、内容）の記載が実施できるか。 

 

評価結果（点数） 確認結果 

４ ３号機の第２５条報告（計１報）および４号機の第２５条報

告（計３報）の記載内容を確認した結果、通報運用マニュア

ルに基づき、必要事項が記載されていることを確認した。 

 

以上の評価により、通報運用マニュアルを適正化し、周知・教育を徹底した結果、原災法

第２５条報告に必要事項が記載されていることを確認した。 
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⑥２５条報告のタイミング・頻度の改善 

（２５条報告のタイミング・頻度の問題点等）（2019 年度訓練報告書記載） 
問
題 

２５条報告の通報連絡票３報を作成することができ、昨年度の訓練時と比較して

一定の改善が確認できたものの、通報発信まで至ったものは最初の 1 報のみであ

り、その１報についてもＳＥに係る通報連絡を実施してから約１時間が経過した

後であった。 

課
題 

通報連絡者が、応急措置の実施後速やかに２５条報告を実施するとともに、その

後も応急措置の実施状況に変化があれば速やかに２５条報告を実施できること

があるべき姿であるが、今回の訓練では２５条報告に係る通報連絡の迅速性が十

分とは言えない状況であった。 

原
因 

緊急時通報連絡用の端末が、２５条報告よりも優先度の高いＥＡＬに係る通報連

絡のために占有されたため、それらの通報連絡が完了して端末が空くまでは２５

条報告の通報連絡票を作成に着手できなかった。端末の台数が制限されている理

由は、現在の１，２号機中央制御室裏に設置された緊急時対策所が狭隘であり、

情報班の活動スペースが限られているためであった。 

対
策 

現在の緊急時対策所よりも十分に広い緊急時対策所（緊急時対策所建屋内）に機

能を移行するタイミングに合わせて緊急時通報連絡端末を増設することにより、

ＥＡＬに係る通報連絡が頻発する状況下においても、通報連絡者が迅速に２５条

報告の通報連絡票作成に着手できる環境を整備した。 

 

（検証方法） 

評価チェックシートに基づく 4段階評価で以下の検証ポイントを設定した。 

 

＜評価について＞ 

十分に達成できている（４）、一部を除き達成できている（３）、半数近く達成されてい

ない（２）、ほとんど達成できていない（１） 

 

（検証ポイント①） 

   必要な数の第２５条報告（3号機：１報、4号機：３報）が報告されているか。 

 

評価結果（点数） 確認結果 

４ ３号機は計１報、４号機は計３報の２５条報告が実施されて

いることを確認した。 
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（検証ポイント②） 

   ２５条報告は適切な間隔で報告されているか。 

 

評価結果（点数） 確認結果 

４ それぞれの２５条報告は、SE 判断もしくは一つ前の報告か

ら 34 分～50 分の間に発信されており、適切な間隔で報告さ

れていることを確認した。 

 

（結果） 

以上の評価により、緊急時通報連絡端末の増設等の対応を実施したことにより、第２５

条報告が適切なタイミング・頻度で実施できていることを確認した。  
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（２）本店対策本部（若狭） 
［検証項目］ 
①ＥＲＣ説明に関する改善 

【１】ＥＲＣプラント班への情報発信のポイント集による説明 
【２】ＥＲＣ説明者の役割分担の見直し 
【３】ＥＲＣ対応チームと発電所間のホットライン構築 
【４】ＥＲＣ説明者への教育 

・見直しを行ったＣＯＰでＥＲＣ説明を行い、良好事例／改善事例集に基づいて、ＥＲＣ説

明を行えていることを確認 
・ＥＲＳＳによる説明の充実（ＥＲＳＳパラメータリストの作成、マニュアル改正） 

 
①ＥＲＣ説明に関する改善 

問
題 

（ａ）発災当初の状況説明において、情報共有ツール（ＥＲＣ備付資料等）を使用

せずに口頭説明のみであったことから、プラント状況が伝わり難かった。  
 
（ｂ）事故収束対応戦略の説明において、一部で戦略を選定する際の前提となる重

要な設備状況を発話していなかったため、戦略決定の根拠が分かりにくい説明

となった。  
 
（ｃ）ＥＲＣ説明者が情報メモを読み間違えたことによる誤発話、また一部不明瞭

な発話方法により、号機、時刻等の誤伝達が多くあった。  
 
（ｄ）ＥＲＣからの問いかけに対する返事遅れおよび未返事のまま回答の準備を

開始するなど、ＴＶ会議でのコミュニケーションにおいて不十分な点があっ

た。  

課
題 

（ａ）発災当初の状況説明において、情報共有ツール（ＥＲＣ備付資料等）を使用

せずに口頭説明のみであったことから、プラント状況が伝わり難かった。 
 
（ｂ）事故収束対応戦略の説明において、一部で戦略を選定する際の前提となる重

要な設備状況を発話していなかったため、戦略決定の根拠が分かりにくい説明

となった。  
 
（ｃ）ＥＲＣ説明者が情報メモを読み間違えたことによる誤発話、また一部不明瞭

な発話方法により、号機、時刻等の誤伝達が多くあった。  
 
（ｄ）ＥＲＣからの問いかけに対する返事遅れおよび未返事のまま回答の準備を

開始するなど、ＴＶ会議でのコミュニケーションにおいて不十分な点があっ

た。 
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原
因 

（ａ）ＥＲＣへ説明する情報について、最優先で発話する「緊急情報」は整理して

いたものの、どこまで関連する情報の収集・整理、情報共有ツールの準備が整

った後に発話すべきかをマニュアル等で具体的に定めておらず、ＥＲＣ説明者

の判断に任せていた。 
 
（ｂ）事故収束対応戦略と戦略選定の根拠となる重要な機器の状況を組み合わせ

た情報など、ＥＲＣへの説明方法を考慮した必要な情報については、関係者（情

報発信・伝達を行う者）が共通認識を持つためのマニュアル等で明確になって

おらず、説明方法を考慮した情報発信・情報伝達ができていなかった。 
 
（ｃ）ＥＲＣ説明者に伝達される情報の内容不足等については、上記（ｂ）と同様。 

また、ＥＲＣに説明すべき情報が具体的に明確化されていないことで、ＥＲ

Ｃ説明者が発話情報の検討・整理・発話を同時に行う為、焦りが生じやすい状

況となっていた。 
 
（ｄ）ＥＲＣ説明者の多忙、焦りについては、上記（ｃ）と同様。 

また、説明補助者等の周囲の要員がＥＲＣ説明者のフォローを行う体制とな

っていたものの、フォローの視点がマニュアル等で明確になっていなかった。 
対
策 

【１】ＥＲＣプラント班への説明に必要な情報内容の定型化（情報発信のポイン

ト集の作成） 
【２】ＥＲＣ説明者の負担軽減（役割分担の見直し） 
【３】ＥＲＣ対応チーム（原子力事業本部）と発電所間のホットライン構築 
【４】ＥＲＣ説明者への教育 
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【１】ＥＲＣプラント班への説明に必要な情報内容の定型化 
(情報発信のポイント集の作成) 

 
［検証方法］ 

評価チェックシートに基づく 4 段階評価で以下の検証ポイントを設定した。 
 
［検証結果］ 

＜評価について＞ 
実施できていた（4）、概ね実施できていた（3）、一部不足があった（2）、 
実施できていなかった（1） 

（検証ポイント①） 
発電所の対外対応専任者の発話において、情報発信ポイント集に基づく発話ができた

か。 
（基本動作の習熟度確認） 

評価結果（点数） 気づき事項 
3 事業本部への情報発信の際に「対象号機」の発話がなされな

いことがあった。 
（本店対策本部への都度の状況報告） 

評価結果（点数） 気づき事項 
4 特になし 

   （検証ポイント②） 
即応ＣのＥＲＣ説明者の発話において、情報発信ポイント集に基づく発話ができた

か。 
評価結果（点数） 気づき事項 

3.7 15 条認定会議において炉心損傷予測の発話がなかった。 

 
（検証ポイント③） 

即応ＣのＥＲＣ説明者の発話において、基本動作の定着として各項目を事故シナリオ

の「１期（初動）」「２期（ＧＥまで）」「３期（ＧＥ以降）」で評価。 
評価結果（点数） 気づき事項 

3.8 大飯 1，2 号機の負傷者発話がなかった。 

 
社内評価において、ＥＲＣプラント班への説明に必要な情報内容の定型化は概ね良好で

あると評価する。 
 なお、気づき事項として挙げられた情報については、次回訓練までにＥＲＣ説明者へ

の教育を実施して更なる向上を図る。 
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【２】ＥＲＣ説明者の負担軽減（役割分担の見直し） 
［検証方法］ 

訓練プレイヤー（即応Ｃ情報チームの要員）に対するアンケート評価で以下の検証ポイント

を設定した。 
 
［検証結果］ 

＜アンケート評価＞ 
検証ポイント① 有効であった（3） 変わらなかった(2) 負担増となった(1) 

   検証ポイント② 更なる改善点の有無 
 
（検証ポイント①） 
役割分担は負担軽減の観点で有効であったか 

評価結果（点数） 改善点の有無 
3 特になし 

 
（検証ポイント②） 
 更なる改善点の有無 

改善点 内容 
無  

 
社内評価において、役割分担の見直しを実施した結果、ＥＲＣ説明者の負担軽減が行えたと

評価する。 
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【３】ＥＲＣ対応チーム（原子力事業本部）と発電所間のホットライン構築 
 
［検証方法］ 

訓練プレイヤー（即応Ｃ情報チーム）に対するアンケート評価で以下の検証ポイントを設定 
 
［検証結果］ 

＜アンケート評価＞ 
検証ポイント① ホットラインを使用したＱＡ件数、回答までの時間、改善事項 
検証ポイント② ホットラインの有効性、改善事項 
        十分有効（３） 概ね有効（２） 有効ではない（１） 

 
（検証ポイント①） 

 実績 

ホットラインでのＱＡ数 16 件 

ホットラインでの回答 全て 5 分以内 

更なる改善事項 特になし 

 
（検証ポイント②） 

 評価結果（点数） 備考 

迅速性 3 特になし 

正確性 2.7 特になし 

 
社内評価において、ＥＲＣ説明においてホットライン構築が有効であったと評価する 
 
【４】ＥＲＣ説明者への教育 
 

［検証方法］ 
ＥＲＣ説明者へ以下のとおり教育を実施した。 

〇事業本部内での勉強会 6 回 
〇事業本部内の自主訓練 7 回 
〇発電所との連携訓練  4 回 
〇ＥＲＣ模擬役（日本原子力発電株式会社）との自主訓練 1 回 
〇当社過去訓練の良好事例集等をビデオ教材化して視聴を各自で実施 

  〇統合原子力防災ネットワークでの他電力訓練の視聴：3 回 
 
［検証結果］ 

ＥＲＣ説明の改善として、実施した４つ項目については、概ね良好であったと判断している。 
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②見直しを行ったＣＯＰでＥＲＣ説明を行い、良好事例／改善事例集に基づいて、ＥＲＣ説明を

行えていることの問題点等（2019 年度高浜発電所訓練報告書記載） 
問
題 

ＥＲＣへの説明において、「ＳＧドライアウト」と「全ＳＧ広域水位１０％未

満」の表現が混在し、情報が混乱する恐れのある説明方法となっていた。 

課
題 

同一のプラント状態を指すにあたっては、情報の混乱を防ぐため、同一の表現

で説明すべきであったが、異な 
る表現を用いた説明が混在していた。 

原
因 

蒸気発生器の水位喪失を示す「ドライアウト」が事業者内部で用いている通

称であり、対外的には誤解を招くおそれのある表現であることを認識していな

かった。また、ＣＯＰ様式において、語句、表現の統一に対する確認が不十分

であり、ＣＯＰ様式とＥＲＣ備付け資料で同一のプラント状態に対して異なる

表現を用いていた。 

対
策 

ＣＯＰ様式において、対外的に誤解を招くおそれのある表現について、より

正確な記載に改めるとともに、ＥＲＣ説明者においても発話時に留意できるよ

う誤解させやすい表現について良好事例／改善事例集に追記し、要員に周知す

るとともに、訓練を通じて発話の改善を行った。 
 
［検証方法］ 

訓練プレイヤー（即応Ｃ情報チーム）に対する評価チェックシートおよびアンケート評価

で以下の検証ポイントを設定 
 
［検証結果］ 

＜アンケート評価＞ 
検証ポイント① 実施できていた（４） 概ね実施できていた（３）  
        一部不足があった（２） 実施できていなかった（１） 
検証ポイント② 誤解させやすい発話・資料はなかった（３） 
     誤解させやすい資料があったが、発話により適切にフォローした（２）  
     誤解させやすい資料・発話があった（１） 

 
（検証ポイント①） 

即応ＣのＥＲＣ説明者の発話において、誤解させやすい表現を用いていないことを事故

シナリオの「１期（初動）」「２期（ＧＥまで）」「３期（ＧＥ以降）」で評価。 
 

評価結果（点数） 備考 
4 特になし 
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（検証ポイント②）アンケート 

訓練全体を通じて、誤解させやすい表現がないか確認 
 

評価結果（点数） 備考 
3 特になし 

 
社内評価において、見直しを行ったＣＯＰでのＥＲＣ説明を行うことで誤解させやすい表

現を用いらずに説明ができていたと評価する。 
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③ＥＲＳＳによる説明の充実（ＥＲＳＳパラメータリストの作成、マニュアル改正）の問題点等

（2019 年度高浜発電所訓練報告書記載） 
問
題 

炉心損傷の判断に際して、格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）が故

障したことから、バックアップパラメータである格納容器内高レンジエリアモ

ニタ（低レンジ）、野外モニタの指示上昇により判断したが、当該パラメータの

監視状況の説明について、ＥＲＳＳやＳＰＤＳ画面の書画伝送を活用した視覚

的な説明ができなかった。 

課
題 

重大局面である炉心損傷の判断において、条件の１つ（炉心出口温度350℃以

上）に到達し、ＡＮＤ条件である格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）

上昇の監視が必要な状態、更に当該計器が故障し、バックアップパラメータの監

視が必要な状態であれば、ＥＲＳＳやＳＰＤＳ画面の書画伝送を用いてパラメ

ータのトレンドを観察しながら視覚的情報も含めて説明すべきであったが、実

施できなかった。 

原
因 

ＥＲＳＳのトップ画面（ユニット情報等）にないトレンドグラフやパラメー

タリストからのパラメータ確認方法を説明補助者が認識していなかった。ま

た、ＴＶ会議の書画画面の入出力の切替によりＳＰＤＳ画面を共有できるが切

替中は書画画面が使用不可となるが、その切替作業中の時間が不明確であった

ため、書画装置としての利用を優先し、ＳＰＤＳの画面の共有をしなかった。 

対
策 

ＥＲＳＳの汎用トレンド登録リスト等のＥＲＳＳで確認可能なパラメータ一

覧を作成し、即応センター情報チーム内に備付けるとともに、当該リストを用

いた確認方法を要員に周知する。また、ＴＶ会議の書画装置を用いたＳＰＤＳ

画面共有については、既存の操作マニュアルに加えて注意事項（書画装置使用

不可、切替に要する時間等）を明確化することで、ＳＰＤＳ画面共有の使用判

断を行いやすくした。 
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［検証方法］ 
訓練プレイヤー（即応Ｃ情報チーム）に対するアンケート評価で以下の検証ポイントを設

定した。 
［検証結果］ 

＜アンケート評価＞ 
検証ポイント① 有効であった（３） 変わらなかった（２）  
        負担増となった（１）  
検証ポイント② 円滑に対応できた（３）概ね対応できた（２） 
        大きな支障があり、円滑に対応できなかった（１） 
        送信する必要がなかった。 
 

（検証ポイント①） 
特定のパラメータを表示する際、リスト等の活用により円滑に表示できたか。 
 

評価結果（点数） 備考 
3 特になし 

 
（検証ポイント②） 

マニュアルの留意事項により、ＳＰＤＳ画面のＴＶ会議共有の実施判断において有用で

あったかを確認。 
 

評価結果（点数） 備考 
－ 特になし 

 
社内評価において、ＥＲＳＳの特定パラメータについてリスト等の活用により円滑に表示で

きたと評価する。 
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９．訓練目的に対する評価 
  今回の訓練目的は大飯中期計画および原子力事業本部中期計画に基づく「あらかじめ定めら

れた機能を有効に発揮できることの確認」、「対策本部活動の習熟を図ることの確認」および「２

０１９年度課題改善策の有効性を検証」として達成目標を設定した。 
 
（１）「あらかじめ定められた機能を有効に発揮できることの確認」 
  大飯中期計画ならびに原子力事業本部中期計画に基づく「あらかじめ定められた機能を有効

に発揮できることの確認」は７．訓練結果の概要および個別評価のとおり概ね目標を達成するこ

とができた。 
（２）「対策本部活動の習熟を図ることの確認」 
 大飯中期計画ならびに原子力事業本部中期計画に基づく「対策本部活動の習熟を図ることの確

認」は７．訓練結果の概要および個別評価のとおり、大飯発電所原子力防災業務計画に定める訓

練内容を実施することで概ね目標を達成することができた。 
（３）「２０１９年度課題改善策の有効性を検証」 
 大飯中期計画ならびに原子力事業本部中期計画に基づく「２０１９年度課題改善策の有効性

を検証」は８．前回の訓練課題の改善結果のとおり全て改善を図ることができた。 
  

以上より、訓練目的は達成できたと評価する。 
 
１０．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の訓練において、新たに抽出された課題と改善点は以下のとおり。 
（１）大飯発電所  

ａ．発電所対外対応専任者の情報発信の中断 

問
題 

発電所対策本部内への情報共有のためにマイクを用いて発話する度に、発電所
対外対応専任者から、本店対策本部（若狭）への情報発信が中断したため、発

電所対外対応専任者から、本店対策本部（若狭）への情報提供が遅れることが
あった。 

課
題 

発電所対策本部内での情報共有中であっても、発電所対外対応専任者から本店

対策本部（若狭）への情報発信を継続できるようにする必要がある。 
また、発電所対策本部内の情報共有と発電所対外対応専任者の情報発信が重複
したとしても、対外対応専任者が発電所対策本部内の情報を収集できるよう、

発電所対外対応専任者と対外対応専任者補佐の役割を明確にするとともに、対
外対応専任者の発話が発電所対策本部内の発話を妨げることが無いようにす
る必要がある。 

原
因 

今回訓練で使用した新しい緊対所においては、対策本部内の重要な情報共有の
際、対策本部長、ユニット指揮者等がマイクを用いて情報発信し、スピーカー

から発声されるシステムになっている。 
一方で、スピーカーから発声中に、対外対応専任者が本店対策本部（若狭）へ
情報発信するためのＴＶ会議用マイクをＯＮにしていると、ＴＶ会議用マイク

がスピーカーからの音声を拾ってしまい、本店対策本部（若狭）側が聞き取り
づらくなるため、対策本部長、ユニット指揮者等が発話する際、具体的には、
電子ホイッスルで発話のための静粛を促した際に、ＴＶ会議用マイクをＯＦＦ

にする運用としていた。 
その結果、今回訓練の特に事象進展の激しい時間帯では、対策本部長、ユニッ
ト指揮者が頻繁に発話していたことから、発電所対外対応専任者の情報発信が

頻繁に中断することとなった。 
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対
策 

対外対応専任者のＴＶ会議用マイクに指向性のマイクを使用し、スピーカーの
音声がＴＶ会議用マイクに拾われなくする等、新緊対所の音声システムを改良

する。 
また、発電所対策本部内の情報共有と発電所対外対応専任者の情報発信が重複
した場合は、発電所対外対応専任者の補佐が、発電所対策本部内に共有された

情報を収集し、発電所対外対応専任者に共有する役割を定める。 
さらに、対外対応専任者の発話が、発電所対策本部内の発話を妨げることが無
いよう、対外対応専任者と発電所対策本部長・ユニット指揮者の席を離す等、

対策本部内のレイアウト改良を検討する。 
 

ｂ．通報票の受領確認対応の不備 
問
題 

第７報、第８報の通報票について、ＥＲＣプラント班にてＦＡＸを受領できてい

ないにも関わらず、送信後の受領確認連絡において受領完了と誤認識したため、

その後、再発信等の対応をとることができず、第７報、第８報の送信遅延が生じ

た。 
課
題 

受領確認における誤認識をなくすための対応および受領が確認できなかった場合

の対応を実施できるようにする必要がある。 

原
因 

情報班員は、１４：４８の第７報・第８報の受領確認連絡において、第７報、第８

報が未受領であることを確認したが、通信手段（ＦＡＸ）の仕様上、発信と受領の

間に数分の遅延が発生する可能性があることを認識していたため、発信が予告さ

れていた次の通報第９報（３号機ＡＬ経過連絡）の際に、あわせて受領確認できる

ものと考えた。 
 その後、１４：５５に第９報の受領確認を行った際に、第７報、第８報について

も受領確認がとれたものと誤認識したため、以降、第７報・第８報の再発信等の対

応をとることができず、第７報、第８報の送信遅延に至ったものと推定。 
当社で定める通報連絡のマニュアルにおいては、「原子力災害対策指針の緊

急事態区分を判断する基準等の解説（令和 2 年 2 月 5 日）（訓練当時）」に基
づき、電話等による通報の確認を実施すること、および通信機器の故障時等に

代替措置を使用して発信することを定めているが、受領確認の方法、特に、受
領確認がとれなかった際の対応について、明確に定めていなかった。 

対
策 

受領確認の誤認識を失くすための対策として、以下①～③の運用を定める。 
また、電話による受領が確認できなかった場合の対策として、以下④の運用を定

める。 
① 「原災法通報結果一覧表」による通報実績の確認を必須とする。 
② 電話による受領確認の際には、一報ずつ「ERC プラント班の受領時刻」を確認

する。 
③ 発電所対策本部内に掲示するＥＡＬ通報実績のリストに「ERC プラント班受

領時刻の確認結果」および「原災法通報結果一覧表の確認結果」 を記載する。（リ

ストに結果の記載欄を設ける。） 
④ 電話による受領確認において、受領を確認できなかった場合は、次の通報を待

つことなく、速やかに ERC プラント班への再確認を実施する。ERC プラント班

への再確認や「原災法通報結果一覧表」の確認により、受領できていないことが明
らかになった後は、速やかに通報票を再送信する。 

 
  



 

28 
 

（２）本店対策本部（若狭） 

ａ．ＥＲＣから書画資料のＦＡＸ送付を要請された際、スムーズな送付ができなかった。 
問
題 

初動対応時において、ＣＯＰ初報発行前の手書きＣＯＰ３（系統概要図）、ＣＯＰ

４（設備状況シート）をＴＶ会議の書画装置で共有した際、ＥＲＣへのＦＡＸ送付

を要請されたが、送付に時間を要した。 

課
題 

手書きＣＯＰのＦＡＸ送付を要請された際、送付対象に誤認識があり、ＣＯＰ４

のみと判断し、ＣＯＰ４のみを送付した結果、「（ＣＯＰ３が）まだ届いていな

い」として、送付時の混乱があった。 

原
因 

書画装置の共有資料について、原則書画装置での共有のみとし、要請の都度ＦＡ

Ｘ送付する運用としていたことから、ＴＶ会議越しに資料を要請された際、送付

対象が口頭で要請されるため、間違いやすい運用となっていた。 

対
策 

書画装置の共有資料について、別途ＥＲＣプラント班へ送付する運用（対象帳票、

送付方法）について、ＥＲＣ側ニーズを踏まえ、予めルール化する。 

 
１１．その他（新型コロナ感染症対策について） 

今回の訓練において、以下の対策を実施した。結果、コロナ対策を実施した中でも防災活動

が行えることを確認した。 

 

（１）発電所対策本部（大飯） 

 ○発電所対策本部入口にアルコール消毒液を配備 

 ○発電所対策本部入口にサーモグラフィを設置 

 ○発電所対策本部活動中に常時換気の実施 

 ○発電所対策本部活動時にはマスクを着用 

 ○訓練上必要となる最少人数で実施 

 

（２）本店対策本部（若狭） 

 ○本店対策本部入口にアルコール消毒液を配備 

○本店対策本部入口にサーモグラフィを設置 

○本店対策本部活動時にはマスクを着用 

○一部要員の対策本部隣室または執務室からの参加 

 

 
以 上 

 
 



別紙２ 
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防災訓練の結果の概要（要素訓練）（案） 

 

１．訓練の目的 

  本訓練は、発電所において原子力災害が発生した場合に、あらかじめ定められた機能を有効

に発揮できるように実施する訓練であり、手順書の適応性や必要な人員・資機材確認等の検証

を行うとともに、反復訓練によって手順の習熟および改善を図るものである。 

 

２．実施日および対象施設 

（１）実施日 

２０１９年１０月１日（火）～２０２０年９月３０日（水） 

(上記期間で計画的に実施した。) 

（２）対象施設 

    大飯発電所 

 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

 （１）実施体制 

    訓練ごとに実施責任者を設け、参加者が訓練を行う。 

    詳細は、「添付資料」のとおり。 

（２）評価体制 

定められた手順どおりに訓練が実施されたかを実施責任者が評価する。また、訓練を通

じて要改善事項がなかったかを確認する。 

（３）参加人数 

「添付資料」のとおり。 

 

４．原子力災害想定の概要 

（１）要員参集訓練 

   重大事故発生時、発電所構外から発電所構内への移動を想定 

（２）緊急時環境モニタリング訓練 

原災法第１０条第１項該当事象の発生に伴う緊急時を想定し、発電所敷地内および敷地

境界付近において、可搬式モニタリングポスト等による空間放射線量率の測定、環境試料

の採取および測定を行う状態を想定 

（３）全交流電源喪失対応訓練 

全交流電源喪失、緊急時の除熱機能喪失および使用済燃料ピット除熱機能喪失の状態を

想定 

 

５．防災訓練の項目 

  要素訓練 
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６．防災訓練の内容 

（１）要員参集訓練 

（２）緊急時環境モニタリング訓練 

（３）全交流電源喪失対応訓練 

 

７．訓練結果の概要（「添付資料」参照） 

  （１）要員参集訓練 

    ・重大事故発生時、大島地区から発電所構内への移動を想定した訓練を実施。 

（２）緊急時環境モニタリング訓練 

  ・可搬式モニタリングポスト等によるモニタリングポストの代替措置、環境試料の採取お   

よび測定の実動訓練を実施。 

（３）全交流電源喪失対応訓練 

・全交流電源喪失、緊急時の除熱機能喪失および使用済燃料ピット除熱機能喪失を踏まえ

た緊急安全対策の個別対応操作について、緊急安全対策要員による実動訓練を実施。 

・シビアアクシデント対策に係る訓練として、放射性物質拡散抑制、水素濃度測定、中央

制御室等の環境維持、可搬型計器の接続や使用方法、常用通信連絡設備機能喪失時への

対応ならびに津波・地震等に対する対応を踏まえた緊急安全対策の個別対応操作につい

て、緊急時対策本部要員および緊急安全対策要員による実動訓練を実施。 

   ・訓練にあたり、本設機器へ直接影響が生じる手順は模擬とし、現場での操作確認または    

机上での手順確認を実施。 

 

８．訓練の評価 

  各要素訓練について定められた手順どおりに訓練が実施されていることを確認できた。 

訓練毎の評価結果は、「添付資料」のとおり。 

    

９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

 各要素訓練で抽出された改善点および今後に向けた改善点は、「添付資料」のとおり。 

 
以 上 

 
〈添付資料〉 

要素訓練の概要 



 
要素訓練の概要 

 

 

１．要員参集訓練（訓練実施日：2020 年 3 月 24 日（当該期間で 1 回実施）、参加人数 8 名） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②参加者） 
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

要員参集訓練  

(1)①所長室課長(総務) 

②緊急時対策本部要員 

良 特になし 特になし (1) 事象発生により、発電所構外から緊急安全対策要員

の参集訓練を実施 

 

２．緊急時環境モニタリング訓練（訓練実施日：2019 年 10 月 1 日～2020 年 9 月 30 日の適宜反復訓練を実施(当該期間内で計 132 回実施)、参加人数：407 名） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②参加者） 
評価結果 当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

緊急時環境モニタリング訓練 

(1)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

運転支援要員、設備要員 

良 

 

特になし 

 

特になし 

今後に向けて更な

る習熟を図る 

(1)可搬式モニタリングポスト等によるモニタリングポ 

ストの代替措置、環境試料の採取および測定（３，

４号機）の実動訓練を実施 

 

３．全交流電源喪失対応訓練（訓練実施日：2019 年 10 月 1 日～2020 年 9 月 30 日の適宜反復訓練を実施(当該期間内で計 1412 回実施)） 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②参加者） 

訓練回数 

参加人数 

評価結

果 
当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

緊急時の電源確保に係る訓練 

(1)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

運転支援要員、電源要員 

 

良 特になし 

 

特になし 

今後に向けて更な

る習熟を図る。 

 

(1)空冷式非常用発電装置等による電源確保

（３，４号機）の実動訓練を実施 

 

212 回 

267 名 

緊急時の除熱機能確保に係る訓練  

(1)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

 運転支援要員、設備要員 

(2)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

 運転支援要員、設備要員 

 

(3)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

 運転支援要員、設備要員、電源要員 

 

良 特になし 

特になし 

今後に向けて更な

る習熟を図る。 

(1)送水車等による蒸気発生器への給水（３，４

号機） 

 

(2)送水車、可搬式代替低圧注水ポンプ等によ

る原子炉圧力容器への注水（３，４号機）の

実動訓練を実施 

 

(3)大容量ポンプを用いたＡ、Ｄ格納容器再循

環ユニットによる格納容器内自然対流冷却

等（３，４号機）の実動訓練を実施 

 

148 回 

321 名 

 

270 回 

390 名 

 

 

 

120 回 

403 名 

添付資料 



 
要素訓練の概要 

 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②参加者） 

訓練回数 

参加人数 

評価結

果 
当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

使用済燃料ピットの除熱機能確保に係る訓練  

(1)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

  運転支援要員、設備要員 

 

良 特になし 

特になし 

今後に向けて更な

る習熟を図る。 

(1)送水車等による使用済燃料ピットへの給水

（３，４号機）の実動訓練を実施 

256 回 

390 名 

シビアアクシデント対策に係る訓練      

(1)放水砲による大気への拡散抑制等（３，４

号機）の実動訓練を実施 

(1)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

    設備要員 

56 回 

258 名    

(2)ガスクロマトグラフによる格納容器内の水

素濃度測定（３，４号機）の実動訓練を実施 

(2)①安全・防災室長 

 ②緊急安全対策要員の内、運転支援

要員 

16 回 

82 名    

(3)中央制御室等の環境維持（３，４号機）の実

動訓練を実施 

(3)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

設備要員 

80 回 

258 名   

 

(4)可搬型計測器等によるパラメータ採取（３，

４号機）の実動訓練を実施 

(4)①安全・防災室長 

 ②緊急安全対策要員の内、運転支援

要員、設備要員 

40 回 

267 名    

(5)常用通信連絡設備機能喪失時への対応の実

動訓練を実施 

(5)①安全・防災室長 

  ②緊急時対策本部要員および緊急安

全対策要員の内、給水要員、運転支

援要員、設備要員、電源要員 

32 回 

554 名 
良 特になし 

特になし 

今後に向けて更な

る習熟を図る。 

(6)放水砲及び泡混合器による航空機燃火災へ

の泡消火の実動訓練を実施 

(6)①安全・防災室長 

②緊急安全対策要員の内、給水要員、 

設備要員 

14 回 

258 名    

(7)アクセスルートの状況確認訓練を実施 (7)①安全・防災室長 

  ②緊急安全対策要員の内、給水要員 

14 回 

135 名    

(8)大規模損壊の対策に係る実動訓練を実施 (8)①安全・防災室長 

 ②緊急安全対策要員の内、給水要員、

運転支援要員、設備要員 

16 回 

205 名    

(9)大規模損壊の対策に係る本部連携訓練を実

施 

 

(9)①安全・防災室長 

 ②緊急時対策本部要員 

10 回 

68 名    

(10) 電源車（緊急時対策所用）起動訓練 (10)①安全・防災室長 

  ②緊急時対策本部要員 

16 回 

77 名    



 
要素訓練の概要 

 

概要 
実施体制 

（①実施責任者、②参加者） 

訓練回数 

参加人数 

評価結

果 
当該期間中の改善点 

今後の原子力災害対

策に向けた改善点 

(11)緊急時対策所の酸素濃度および二酸化炭

素濃度測定の訓練 

(11)①安全・防災室長 

  ②緊急時対策本部要員 

16 回 

77 名   
 

(12)空気供給装置への切替等の訓練 (12)①安全・防災室長 

  ②緊急時対策本部要員 

16 回 

77 名 良 特になし 

特になし 

今後に向けて更な

る習熟を図る。 

(13)空気浄化装置への切替等の訓練 (13)①安全・防災室長 

  ②緊急時対策本部要員 

16 回 

77 名    

(14)ブルドーザによる模擬がれき等を用いた

実動訓練を実施 

(14)①安全・防災室長  

②緊急安全対策要員の内、ガレキ除

去要員 

64 回 

32 名    

 


